　　　あま市道路及び水路の寄附採納等に関する要綱

　（趣旨）

第１条　この要綱は、道路及び水路の寄附採納及び帰属について必要な事項を定めるものとする。
　（市道区域内又は市管理水路内の私有地の寄附採納基準）
第２条　市長は、市道又は水路の用に供され、市が現に維持管理している私有地を寄附採納することができる。
　（後退用地等の寄附採納基準）

第３条　市長は、道路とこれに接する土地の境界線と建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第４２条第２項の規定によるみなし境界線との間に存する用地（以下「後退用地」という。）で、道路としての舗装及び排水設備の整備がいずれも完了しているものを寄附採納することができる。
２　前項の場合において、後退用地が他の道路と同一平面上で交差、接続又は屈曲するときは、当該箇所（交差、接続又は屈曲により生ずる内角（以下「交差角」という。）が１２０度以上の箇所を除く。）に斜辺の長さが３メートル以上の隅切りを設けるものとする。ただし、交差する道路の状況等によりやむを得ないと市長が認める場合は、斜辺の長さを２メートル以上とすることができる。
３　第１項の規定にかかわらず、あま市狭あい道路の拡幅整備等に関する要綱（平成２９年あま市告示第７０号）第４条の規定により、市において拡幅整備を行うことが適当と認めた後退用地等については、寄附採納することができる。
　（開発行為により築造又は改良された道路の帰属基準）
第４条　市長は、都市計画法（昭和４３年法律第１００号）第２９条の規定による開発行為により築造又は改良された道路のうち、次の各号のいずれにも該当するものについて開発行為を行った者から帰属の申出を受けたときは、市に帰属させることができる。
　(1) 道路幅員が６メートル以上で、他の道路と同一平面上で交差、接続、又は屈曲する箇所に両側隅切りを有する道路であること。

　(2) あま市道認定基準要綱（平成２２年あま市告示第１３９号）第２条第４号から第１１号までの規定に適合していること。
　(3) 転回広場を有すること（当該道路が袋路状道路の場合に限る。）。
２　前項第１号の場合における隅切りの斜辺の長さは、他の道路との交差角が６０度程度のときは４メートル以上、９０度程度のときは３メートル以上、１２０度程度のときは２メートル以上とする。
　（基準の特例）

第５条　市長は、寄附又は帰属の申出のあった土地について、前３条に定める基準を満たしていない場合であっても、周囲の状況を勘案し、道路行政上必要があると認めるときは、当該土地を寄附採納し、又は市に帰属させることができる。
　（権利の登記の抹消）

第６条　寄附採納又は帰属の申出をしようとする土地に抵当権、地上権、賃借権その他の権利（架空送電線の設置を目的として設定された地役権を除く。）が設定してあるときは、当該土地の寄附採納又は帰属の申出をしようとする者の責任においてそれらの権利の登記を抹消しなければならない。

　（事前協議）
第７条　第２条又は第３条の規定により土地の寄附採納を受けようとする者（以下「寄附者」という。）は、あらかじめ道路・水路寄附事前協議書（様式第１号）に次の各号に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。ただし、次の各号に掲げる書類のうち、やむを得ない理由により提出することが困難であると市長が認めるものについては、この限りでない。
　(1) 位置図
　(2) 公図の写し

　(3) 土地の全部事項証明書

　(4) 現況平面図

　(5) 現況写真

　(6) 道路設計図

　(7) 住民票の写し（法人の場合は、代表者事項証明書の写し）

　(8) その他市長が必要と認める書類

　（審査）
第８条　市長は、前条の規定により事前協議があったときは、これを審査し、当該協議の結果について道路・水路寄附事前協議回答書（様式第２号）により寄附者に回答するものとする。
　（寄附採納の申出）
第９条　第７条の規定による事前協議において同意に至ったときは、当該寄附者は、道路・水路寄附申出書（様式第３号）に次の各号に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。ただし、次の各号に掲げる書類のうち、やむを得ない理由により提出することが困難であると市長が認めるものについては、この限りでない。
　(1) 位置図

　(2) 公図の写し（分筆後のもの）
　(3) 地積測量図（分筆後のもの）

　(4) 道路の構造図及び出来高図
　(5) 現況写真
　(6) 土地の全部事項証明書（分筆後のもの）
　(7) 登記原因証明情報及び登記承諾書
　(8) 印鑑登録証明諸書

(9) 代表者事項証明書（寄附者が法人の場合に限る。）

　(10) その他市長が必要と認める書類

　（帰属の申出）

第１０条　第４条の規定により帰属の申出をしようとする者は、都市計画法第３２条の規定による市との協議において同意に至ったときは、帰属申出書（様式第４号）に前条各号に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。
　（所有権移転手続）
第１１条　市長は、前２条の規定による申出を受け、土地を寄附採納し、又は市に帰属させることを決定したときは、当該土地の所有権の移転手続を行うものとする。
　（補助金）

第１２条　市長は、寄附者に対し、寄附採納を受けるために要する費用のうち土地の分筆に要する費用について、予算の範囲内において補助金を交付するものとする。

２　補助金の額は、あま市における嘱託登記業務の委託の算定に用いる額を基準とし、かつ、１件（連続する１所有者）当たり１５万円を上限とする。ただし、一の敷地で市道及び水路のいずれの用にも供されており、市が現に維持管理している私有地を分筆し、当該私有地のうち、市道の用に供される土地及び水路の用に供される土地のいずれも寄附採納する場合は、１件（連続する１所有者）当たり３０万円を上限とする。
３　前項の嘱託登記業務の委託の算定に用いる額は、毎年度あま市公益社団法人愛知県公共嘱託登記土地家屋調査士協会及び公益社団法人愛知県公共嘱託登記司法書士協会が締結する嘱託登記業務委託契約の別紙として公共嘱託登記土地家屋調査士協会業務報酬額表及び公共嘱託登記事務委託単価運用表に定める額とする。

４　補助金の額に千円未満の端数が生じたときは、これを切り捨てるものとする。
　（補助金の申請）

第１３条　前条の補助金の交付を受けようとする寄附者は、分筆費用補助金交付申請書（様式第５号）に次の各号に掲げる書類を添えて、市長に提出しなければならない。
　(1) 分筆費用見積書の写し

　(2) 分筆費用内訳書（様式第６号）
　(3) 道路・水路寄附事前協議回答書の写し

　(4) その他市長が必要と認める書類
　（補助金の交付決定）
第１４条　市長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査し、適当と認めるときは、分筆費用補助金交付決定通知書（様式第７号）により当該寄附者に通知するものとする。

２　市長は、前項の通知に際して、条件を付すことができる。

　（実績報告）

第１５条　前条第１項の通知を受けた寄附者（以下「交付決定者」という。）は、当該土地に係る分筆が完了したときは、分筆費用補助金実績報告書（様式第８号）に分筆費用請求書の写しその他市長が必要と認める書類を添えて、市長に提出しなければならない。
　（補助金の額の確定）

第１６条　市長は、前条の報告を受け、その内容を適当と認めるときは、交付すべき補助金の額を確定し、分筆費用補助金額確定通知書（様式第９号）により当該交付決定者に通知するものとする。

　（補助金の請求及び交付）
第１７条　交付決定者は、前条の通知を受けた日から起算して１０日以内に、分筆費用補助金支払請求書（様式第１０号）を市長に提出しなければならない。
２　市長は、前項の規定による請求があったときは、交付決定者に速やかに補助金を交付するものとする。

　（交付決定の取消し及び補助金の返還）

第１８条　市長は、交付決定者が次の各号のいずれかに該当する場合は、第１４条の規定による補助金の交付の決定の全部若しくは一部を取り消し、又は既に交付した補助金の全部若しくは一部について期限を定めて返還を命じるものとする。
　(1) 虚偽の申請その他の不正の行為により補助金の交付の決定を受けたとき。

　(2) 補助金の交付の決定内容及びこれに付した条件に違反したとき。

　(3) この要綱に違反したとき。
　(4) その他市長が補助金を交付することについて不適当であると認めたとき。

　（その他）

第１９条　この要綱に定めるもののほか、道路及び水路の寄附採納及び帰属について必要な事項は、市長が別に定める。

　　　附　則

　この告示は、令和３年４月１日から施行する。

